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平成19 年度  

社会保険事業計画  

（案）  

－（抜粋）－  

社 会 保 険 庁  

※1 各項目中の【目標】及び〔数値目標〕については、今後、厚生労働省から示さ  

れるものであり、変更が有り得る。   

2 「Ⅱ 実施計画」中の下線部分が平成18年度社会保険事業計画からの主な変  
更・追加事項である。   



事業運営方針   

平成16年7月に開始した社会保険庁改革は、本夏で3年を経過する。  

平成16年夏から「社会保険庁改革推進本部」を発足させ、様々な事業運営上の諸  

問題に対し、80項目の「緊急対応プログラム」をとりまとめ、①国民サービスの向  

上、②予算執行の透明性の確保、③個人情報保護の徹底、④保険料徴収の徹底、⑤組  

織の改革の5本柱の業務改革を開始した。   

また、その後、平成17年度から平成19年度までの3年間を「改革のセカンドス  

テージ」と位置づけ、平成17年9月にとりまとめた「業務改革プログラム」に基づ  

く各般にわたる取組を推進してきた。   

これにより、例えば、年金相談のサービス改善については、相談時間の延長や休日  

相談の実施、待ち時間の短縮、ねんきんダイヤルの実施、インターネットを活用した  

年金個人情報の提供などが図られ、保険料の収納対策については、コンビニやインタ  

ーネットの活用などの納めやすい環境整備とともに、所得情報を活用した強制徴収や  

免除勧奨により、平成17年度の国民年金保険料収納率は、対前年同期比3．5％増  

の67．1％に改善するなど、一定の改革の成果は現れつつある。  

平成19年度事業計画においても、業務改革プログラムに掲げた次の到達目標に向  

け、改革の取組を進める。   

この際、社会保険庁の第一線機関である社会保険事務所と社会保険事務局において  

は、とりわけ、国民年金の保険料の収納率の向上対策を最優先の課題として、全力を  

注ぐこととする。   

また、平成19年度からは、いわゆる団塊の世代の大量退職に伴い、年金相談等の  

業務の増加が見込まれることから、これに対する的確な対応に努める。  

【業務改革プログラムに掲げた業務改革の到達目標】   

①＜法令に則った業務執行の徹底＞   

コンプライアンスの確立された業務執行体制を早急に整備する。   

（到達目標）   

○ 職員一人一人について、社会保険制度に対する深い理解に基づく法令遵  

守意識の徹底を図る。   

○ 不適正処理の防止及び早期発見が可能となるチェックシステムを整備  

し、適正な事務処理を確保する。   

○ 不適正処理の早期発見及び是正を重視した実効性の高い監査業務を展開  

する。   

○ 組織内の日常的な業務執行ルールを確立・徹底する。  
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②＜国民サービスの向上＞   

行政サービスのトップランナーとなるべく、国民のニーズに的確に対応し  

た、よりきめ細やかで迅速なサービスの提供を実現する。   

（到達目標）   

○ お客様の声に対応したサービス改善を継続的に推進する仕組みを整備  

し、高い満足度を得られるサービスを実現する。   

○ 社会保険事務所等に直接お越しいただかなくても年金相談の目的が果た  

せるよう、電話応答率の向上や年金個人情報の提供の充実等に取り組む。   

○ すべての国民が年金相談及び年金電話相談に満足できるものとなるよ  

う、質の向上を図る。   

○ すべての被保険者及び年金受給者の記録の整備・管理を確実に行う。   

○ 全国のどの社会保険事務所等を利用した場合にも、迅速なサービスが確  

実に提供される体制を確立する。   

○全国のどの社会保険事務所等を利用した場合にも、全国共通の事務処理  

によるサービスが提供されるよう標準化の推進を図る。   

○ 定型的な業務の外部委託の徹底及び届書等の電子申請・磁気媒体化の推  

進による事務処理の効率化を図る。   

○ お客様の利便性の向上と効果的な業務の展開を図るため、社会保険事務  

所の配置等の見直しを行う。   

○ 全国健康保険協会の設立を見据え、保険者機能の強化を図り、地域の状  

況や利用者の声を反映した効果的な保健事業や情報提供の充実など被保険  

者サービスの向上を図るとともに、新たな事務処理体制の基盤を構築す  

－′     イ⊃。   

○ 企業において効率的に社会保険事務が実施されるための対応を推進す  

－′ イ⊃。   

③＜年金制度の周知徹底＞   

公的年金の意義・役割・有利性を分かりやすくお伝えし、公的年金に対する  

国民の幅広い理解を得る。   

（到達目標）   

○創意工夫を凝らした年金広報・教育を推進し、国民の皆様の年金制度へ  

の理解を深める。   

○年金の受給権を確保するとともに、年金の低額化を防止する。  

④＜保険料収納率の向上＞   

負担能力に応じた公平な保険料負担を徹底し、公的年金制度の安定的な運営  

を図るための対策を強化する。   

（到達目標）   

○所得情報等を活用した未納者に対する効率的・効果的な納付督励を展開  

するとともに、「量」重視から「質と量」を重視した収納対策への転換を図  

る。  

－2－   



C強制徴収対象者の60万人への拡大及び徴収体制の抜本的な強化を図  

る。   

○ 保険料を納めやすい環境づくりを推進し、収納率の向上を図る。   

○ 民間のノウハウとの組み合わせにより、効率的で質の高い業務の実現を  

図る。   

○ 免除等申請者の手続負担の軽減を図るとともに、免除等を受けることが  

可能な者の申請漏れを防止する。   

○ 市町村・事業主・関係団体及び関係制度との新たな協力・連携体制を確  

立する。   

○ 厚生年金保険・健康保険の未適用事業所について、厳格・適正な適用を  

推進し、保険料負担の公平性を確保する。   

○ 労働保険との徴収事務の一元化を推進する。   

⑤＜予算執行の無駄の排除＞   

最も無駄のない役所を実現する。   

（到達目標）   

○ 効率性・透明性・厳格性が徹底された会計の仕組み・予算執行を確立す  

る。   

○ システムの刷新、調達方式の見直し等により、システム関連のトータル  

コスト（初期コスト＋ランニングコスト×耐用年数）の低減及び業務運営  

の合理化を図る。   

⑥＜個人情報保護の徹底＞   

個人情報保護への認識が徹底された職場を実現する。   

（到達目標）   

○ 個人情報保護の重要性についての認識が徹底された職場を実現する。   

⑦＜意識改革の徹底＞   

業務改革・組織改革を着実に実行するための基盤となる職員一人ひとりの意  

識改革を実現する。   

（到達目標）   

○ すべての職員が改革意識を有する組織を実現する。  

⑧＜能力重視の人事政策の断行＞   

（到達目標）   

○ 能力本位で広域的な人事を行い、ガバナンスの利いた組織を実現する。  
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一方、社会保険庁の組織形態の抜本改革については、内閣官房長官主宰の「社会保  

険庁の在り方に関する有識者会議」及び厚生労働大臣主宰の「社会保険新組織の実現  

に向けた有識者会議」のとりまとめに沿って、平成18年の通常国会に、社会保険庁  

を廃止して国家行政組織法の特別の機関である「ねんきん事業機構」を設置する等の  

社会保険庁改革関連二法案を提出した。   

しかしながら、国会審議の途上で、国民年金保険料の免除等に係る不適正な事務処  

理の問題が明らかとなり、国民の信頼を再び大きく損ねる事態となった。このため、  

与党内で改めて議論が生じ、関連二法案は、秋の臨時国会で審議未了廃案となるとと  

もに、与党において新たな改革案がとりまとめられ、公的年金に係る財政責任・管理  

運営責任は国が担いつつ、その運営に関する業務を新たに非公務員型の公的新法人を  

設けて行わせることとなり、平成19年の通常国会に新たな法案を提出することとな  

った。   

一方、政府管掌健康保険の運営を平成20年10月から切り離して全国健康保険協  

会（非公務員型公法人）を設置することについては、平成18年の通常国会で、健康  

保険法等の一部を改正する法律により成立している。   

また、船員保険制度については、平成22年に労働者災害補償保険及び雇用保険へ  

の統合、全国健康保険協会への移管を柱とした改正法案が平成19年の通常国会に提  

出される。社会保険庁においては、制度の円滑な移行に向けて関係省庁及び関係部局  

との調整等の準備を進める。  

国民の信頼に応えられる新たな組織の設立に向け、鋭意準備を進めるとともに、新  

組織移行までの間に、ガバナンスの強化や職員の意識改革に取り組むこととする。  
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1．適用事務に関する事項  

（1）国民年金の適用の適正化   
【略】   

（2）厚生年金・健康保険・船員保険の適用の適正化  

－   ‥∵∴㍉   
【計画】  

①未適用事業所の適用促進   

ア 雇用保険の適用事業所情報、昭博韓等を活  

用し、未適用事業所を把握する。  

イ 一定規模以上の従業員を使用する未適用事業所を対象として、重点的な加入  

指導を行うとともに、職権適用を実施する。また、一定規模以上については、  

次のとおり拡大する。   
√‾‾‾‾■■■‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‖‾‾‾‾‖－－‾‾‖‖‾‾‾‾‾‾‾‾………‾‾‾‾‾‾－‖‾‾…‾‖‾‾‾‾‾…‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾ 

ヽ  

l  l  l  

：重点的な加入指導対象  

l  し＿…＿＿…＿－＿■   

平成19年度 平成18年度  平成17年度  
10人以上   10人以上   15人以上  

10人以上   15人以上  20人以上  ‾ 
二＿＿‥■＿ニーご∴二‡∵二∵＿＿ノ  

彗．19年度の重点的な加入指導対象には、10人未満の事業所でも外部からの情報   
提供等により把握した事業所は含む。  

ウ 平成17年度に5ケ所の社会保険事務所を対象として開始した適用促進業務   
に係る市場化テストのモデル事業（平成18年度は104カ所の社会保険事務   

所に拡大。）の実施状況等を踏まえ、平成19年度は、全ての社会保険事務所   

長．一般競争入札による民間委託を拡大するとともに、社会保険事務所におし†壬  
」⊥上ユ＿主上・．三＿⊥⊥旦1i止呈上山且ノさ三辻ご主」 
つなげる。   

三＿．社会保険事務局毎に適用促進への取組みに対する目標設定やその達成に向け  
左具体的な計画等を策定し、計画等に基づく確実な取組みを推進する。   

生＿適用促進対象事業所情報・事蹟管理システムを活用し、末適用事業所の効華  

助かつ的確な管理や加入指導事蹟の継続的な管理等を実施する。  
カ その他、船員保険については、地方運輸局等からの雇入公認申請書による船  

舶所有者情報、船員法適用船舶所有者名簿等を活用し、末適用船舶所有者を把  

握する。また、漁船被保険者に係る失業（保険）部門の適用について実態調査  

を実施する。   

②適用事業所に対する指導及び事業所調査  
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ア 適用事業所の事業主に対し、被保険者等に係る届出を適正に行うよう指導す   

る。特に、資格取得届の届出漏れ等が多くなる傾向にある卸売業、小売業、運   

艶業、飲食業、脚一ビス業等の業種や短時間就労者、高齢就労   

者、外国人就労者等や賞与に係る届出の指導について、重点的に行う。  
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イ 医療費の適正化を図る観点からも、被保険者資格喪失届等への確実な被保険   
者証の添付を指導する。  

ウ 適正な届出の指導が特に必要と見込まれる上記の就労者が多い事業所や、盤   
昼顔者や関係機関からの情報等に甚づき重点的な調査や賞与支払届を提出しな   

い事業主に対する調査を実施する。  L榔人   
豊細長的な調査を的確に実施する。  

オ 解散や休業を理由とする全喪届受付時に、当該事実を確認する添付書類を求   
めるなど事業実態の的確な把握に努め、違法な脱退を防止する。  

カ その他、船員保険独自の取り組みとして、地方運輸局等からの雇入公認申請   

書による船員情報を活用し、適正な届出の指導を行う。  
キ 「オンライン利用促進のための行動計画」に基づき、事業主の利便性の向上   

土行政事務の効率化を図るため、特に適用関係6手続（資格取得届、資格喪失   
昼1算定基礎届、月餅変更届、賞与支払届及び厚生年金保険被保険者住所変更   
昼）にて沌、て、平成20年度までに届出全体の25％以上が磁気媒体届書作威   
三千グラムを利用した電子申言引こより行われるよう、利凧促進に係る取組を実   

施する。  
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19年度計画   17年度実績  

前年度を上回る  66，087所  

前年度を上回る  65，010所  

l  

l  

l   

l  
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■  
1  

l  

l   
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l ：計画数値；  

新規適用事業所数   

厚生年金保険  

鯛管掌健康保険  

船員保険   

訪問勧奨実施事業所数   

厚生年金保険・政府管掌健康保険   

重点加入指導実施事業所数   

厚生年金保険・政府管掌健康保険   

事業所調査効果件数  
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l  

前年度を上回る  227所  

行動計画で定める件数  53，129所  

行動計画で定める件数  4，013所  

：［資格得喪関係］  

厚生年金保険  
l  

l  

政府管掌健康保険  
l  

l  

：［標準報酬月額関係］  

前年度を上回る  55，217件   

前年度を上回る  49，348件  

前年度を上回る  70，664件   

前年度を上回る  67，443件  

厚生年金保険   

政府管掌健康保険  
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17年度実績  

45，223所  

43，789所  

240所  

19年度見込  

36，000所  

35，000所  

200所  
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1  

1  

1  

1  

1  

1  

1  

t  

l  

l  

l  

l  

l  

：  

l  

t  

l  

l  

l  

l  

l  

l  

l  

l  

l  

1  

1  

1  

1  

1  

1  

I  

l  

l  

l  

l  

l  

l  

l  

l  

l  

l  

l  

1  

1  

1  

1  

1  

1  

1  

1  

1  

1  

1  

1  

1  

1  

1  

1  

1  

1  

1  

1  

1  

1  

1  

：  

：  

l  

l  

l  

1  

1  

1  

1  

1  

1  

1  

l  

適用事業所数  
： 厚生年金保険  
l  

l  

： 政府管掌健康保険  

t  

l ： 船員保険  
1  

1  

l  

1，648，101所   

1，515，290所  

6，292所  

1，656，000所   

1，525，000所  

6，100所  

賞与支払事業所数（年度延数）  
： 厚生年金保険  
l  

l  

： 政府管掌健康保険  

l  

l  

： 船員保険  
1  

：  

1，906，000所   

1，615，000所  

4，000所  

1，932，383所   

1，645，961所  

4，099所  

資格取得被保険者数  
； 厚生年金保険  
l  

l  

： 政府管掌健康保険  
l  

l  

： 船員保険 l  
1  

l  

6，904，641人   

4，703，201人  

28，745人  

7，556，000人   

5，028，000人  

26，000人  

資格喪失被保険者数  

； 厚生年金保険  
l  

I  

； 政府管掌健康保険  
1  

1  

； 船員保険  
l  

l  

6，502，000人   

4，590，000人  

32，000人  

6，375，211人   

4，478，890人  

29，119人  

被保険者数  
： 厚生年金保険  
t  

l  

l  

： 政府管掌健康保険  
I  

l  

l ： 船員保険  
l  

l  

33，569，000人   

19，697，000人  

59，000人  

33，021，689人   

19，156，318人  

64，834人  

被扶養者数  
： 政府管掌健康保険  

二  
l  

： 船員保険  

16，283，000人  16，493，297人  
l  

1  

1  

92，000人  103，105人 ：   
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（3）基礎年金番号と被保険者記録の適正な管理  

【目標】基礎年金番号により被保険者記録を正確に管理する。   

【計画】  

①基礎年金番号による適正な届出の周知  

資格取得届及び住所変更届等の届書が基礎年金番号により適切に行われるよう  

事業主に対して適正な届出の励行指導を行う。   

②基礎年金番号の適切な払出し  
被保険者資格の新規取得時に、二重付番が行われないよう、疑重複調査確認票  

による基礎年金番号の照会を徹底する。  

また、年1回、氏名、性別、生年月日及び住所の4項目が一致する者を抽出し  
て、重複付番者一覧表により重複付番の解消を行う。   

③去卿・整理等  

平成9年1月の基礎年金番号導入時に、現在加入している制度以外に公的年金  
に加入したことがある旨を申し出いただいた方及び氏名、性別、生年月日の3項  

目による名寄せを行い、合計約1，818万件を対象に、平成10年度から18  
年度にかけて順次照会を行い、年金手帳記号番号の基礎年金番号への統合を進め  

てきた。   
平成19年度以降は、④の取り組みの中で引き続き記録の統合を進める。  

④聯  

生金個人情報提供の充実により事前聯  

ことにより、被保険者記録の整理に努める。   

旦た、僻対し、ご本人  
の年金記録の確認や必要な調査に迅速に対応できるよう、平成18年8月21日  
から、年金記録相談の特別強化体制をとってきた。  

年金記録は、年金制度への信頼の基礎となるものであることから、平成19年  
度も引き続き、適切な被保険者記録の管理に努める。  

（年金個人情報の提供について）  

ア 社会保険庁からのアプローチ  
58歳到達者に対する年金加入記録のお知らせ及び年金見込額の提供（平成  

16年3月～）  
裁定請求書の事前送付（ターンアラウンド）（平成17年10月～）  
社会保険料（国民年金保険料）控除証明書を活用した前年分の年金加入状況  
の提供（平成17年11月～）  
ねんきん定期便（平成20年4月予定、一部先行実施）  

イ お客様からのアプローチ  

インターネットによる年金個人情報の提供  a   

インターネットによる年金見込額試算照会の受付を社会保険庁ホームペー  
ジで行い、試算結果等を郵送により提供（平成16年1月～）  

厚生労働省電子申請・届出システムを利用し、個人認証（公的個人認証法  
に基づき都道府県知事が発行する電子証明書等）を活用して年金加入記録  

をインターネットにより提供（平成17年1月～）  
社会保険庁独自のID・パスワード認証方式により、年金加入記録を即時  
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に回答（平成18年3月～）  

脚こよる対応   

二ねんきんダイヤルによる被保険者記録照会  

・社会保険事務所等の年金相計窓口における被保険者記録照会  
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2瀾務に関‘する事項  
（1）国民年金の収納率の向上   

【略】   

（2）厚生年金・健康保険・船員保険の徴収対策の推進  

’‾ 

‾ニ 

8－ 

’ 

・ 

ご 

．． 

【計画】  

①納期内納入の励行指導  

ア 保険料の納め忘れの防止や納付手続きの簡素化を図るため、口座振替による  

保険料納付の促進を図る。  

イ 残高不足等により口座振替不能となった事業所に対しては、再発防止の指導  

を行う。  

ウ その他、インターネット等（マルチペイメントネットワークシステム）を利  

用した保険料納付も可能であることを周知する。   

②滞納事業所に対する納付指導及び滞納処分  

ア 保険料納付の督励を早期に着手し、滞納保険料額が大きくならないうちに保  

険料の徴収を行う。  
イ 滞納事業所の倒産、不渡情報等を早期に把握し、必要に応じて滞納処分の早  

期着手に努める。なお、滞納処分の実施にあたっては、十分に財産調査を行い、  

実効のある処分を行う。  

り 長期又は大口となった滞納事業所等に対する滞納整理については、十分に対  

策を立て、計画的に実施する。   

L 
． 

畳定するとともに、中長期的な目標設定やその達成に向けた具体的な計画等を  

菱足し、計画等に基づく確実な取租みを推進する。   

互 
＿． 

納処分の的確な実施の徹底を図る。  

③労働保険との徴収事務一元化の推進  
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ア 社会保険・労働保険徴収事務センター（平成15年10月に各社会保険事務   

所に設置）で実施している事務の更なる推進   

a 届出の受付  
社会保険の算定基礎届、労働保険の年度更新申告書及び社会保険と労働保  

険に共通する手続きの届出（7グループ19届出）の受付を行う。  
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b 事業所説明会の開催  
社会保険の算定基礎届及び労働保険の年度更新に関する事業所説明会を同   

時（3月又は4月）に開催し、併せて両保険の適用勧奨、制度改正周知等を  
実施   

c 滞納整理の実施  
社会保険と労働保険のいずれの保険料も滞納している事業所（共通滞納事   

業所）について、納付督励及び差押えなどの滞納処分は社会保険職員が労働  
保険についても実施  

L 

． 

・＿  

グループ19届出）  

17年度実績  

13，631件  

19年度計画   

前年度を上回る  

l  

l  

l   

l  

l  1  

1  1  

1  1  

1  1  

1  l  事業所数  差押え実施   

l                    二∵ ：（実事業所数）  

l  l  

l  l  

lI ：計画数値：  
l  

l  

I   

l  

l   

l  

l  l  

l  

l  

l   

l  

l   

l  

l   

l  

l   

l  

l   

l  

l  l  

t  

1  

1  

1  

1  

「  
1  

∵  

105，545件  前年度を下回る  業 所数  滞納事   

労働保険との  
共通調査事業所数  1，385件  前年度を上回る  

労働保険との  
共通滞納事業所選定数  前年度を上回る  2，761件  

I  

l  

l   

l  

l  l  

l  l  

l  l  

ll ：見込数値：・保険料等収納額  

17年度実績  19年度見込  
1  

1  

I  

l  

l  

l  

l  

l  

l  

1  

1  

1  

1  

1  

1  

1  

1  

1  

1  

1  

1  

1  

1  

1  

1  

1  

1  

1  

1  

1  

1  

1  

1  

1  

1  

1  

1  

1  

1  

1  

1  

1   

1  

1  

1  

1   

l  

200，584億円   

65，676億円  

639億円   

1，334億円  

214，352億円   

67，495億円  

584億円   

1，944億円  

I  

l  

1  

1  

1  

1  

1  

1  

1  

1  

1  

1  

1  

1  

1  

1  

1  

1  

1  

1  

1  

1  

1  

1  

1  

1  

1  

1  

1  

1  

1  

1  

1  

1  

1  

1  

1  

1  

1  

1  

1  

1  

l  

： 厚生年金保険 l  
l  

l  

： 政府管掌健康保険 l  

l  

l  

； 船員保険  
l  

l  

児童手当  
1  

1  

；・保険料等調定額  

： 厚生年金保険  
I  

t  

l  

： 政府管掌健康保険  
l   

暮  
l  

： 船員保険  
l  

l  

： 児童手当  
l   

l  

l  

203，577億円   

67，090億円  

694糾   

1，341億円  

217，961億円   

68，831億円  

637億円   

1，949億円  
l  

l  

l  

＿＿＿＿．＿＿．．＿＿ノ   
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3．保険給付事務に関する事項   

（1）年金給付の的確な実施  
【略】   

（2）健康保険の医療費の適正化  

【目標】政府管掌健康保険事業・船員保険事業におけるレセプト情報管理シス  

テムを活用した効率的なレセプト点検調査の実施及び被保険者等に対す  

る適切な受診指導等を行うことにより、医療費の適正化を推進する。   

〔数値目標〕被保険者1人当たりレセプト点検効果額（資格点検を除く）  

・政糟掌健康保険：内容点検  旦旦旦円以上 外傷点検  坐生円以上  

・船員保険：内容点検1，173円以上 外傷点検  堅担円以上   

【計画】  

①効果的かつ効率的なレセプト点検調査の実施  

ア 内容点検については、同一の被保険者又は保険医療機関に係る数か月のレセ  

プトを突合し点検する縦覧点検を中心に実施する。  

イ 外傷性点検については、業務上及び第三者行為に該当するレセプトを的確に  

把握し給付費の返還を求める。  

り 点検対象レセプトの抽出についてはレセプト情報管理システムを活用し、効  

率的な実施に努める。  

エ 各地方社会保険事務局の保有するレセプト点検に関する情報を共有化し、よ  

り効果的な点検を行う。  

オ 保険医療機関からの請求内容について調査が必要な場合等については、保険  

医療機関等の指導監査担当部署にその情報を連絡するなど連携を密にする。  

カ 重複受診等については事業主及び被保険者に対し適切な受診を行うよう指導  

する。   

②第三者行為保険事故に係る損害賠償請求権の迅速な行使  

ア 交通事故等による受診の場合については、第三者行為傷病届の届出を行うよ  

う事業主及び被保険者に対し指導・啓発する。  

イ 債務者から納入されないまま時効により損害賠償請求権が消滅するおそれが  

ある場合においては、時効の中断措置を講じる等的確な債権管理を実施する。  

③医療費通知  
被保険者等に対し1  2か月分を対象に計画的に医療費通知の送付を行う。また、   

と里プト審査の結果、医療費が減額され、被保険者等が支払った一部負担金に大  

きく」畔 知らせする高額査定通知につい   

三脚こ実施する。   

④高医療貴地域における医療費適正化対策  

ア レセプト情報から事業所毎の医療費特性等の分析を行う。  
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イ 分析結果を基に内容点検における重点事項を定めるとともに、社会保険総合  

健康管理推進事業の重点的事項として、保健師を事業所に派遣し、事業主及び  

被保険者に対し健康管理及び健康づくり等の認識を喚起させるための指導を行  

う。  

′‖‥‥■■て‾…‾‾‾‾‾‾‖‥‖…‾‖‾‾‾‥‾■‖‾‥‖‥‖……‾‖‾‖‥‖‖‾‾‖＝－－－‥－－ ヽ  
l  

l  

l   

「  
l  

l  

「   

l  

l   

l  

19年度計画  17年度実績；  
l  

l  

tl ：計画数値：・被保険者1人あたりレセプト点検効果額 tl  

： 健康保険（資格点検）  2，016円  2，016円  
l  

1  

1  

1  

1  

1  

1           1 l‾‾‾‾‾‾‾一■‾▼‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾  

二  
1  

1  

l  一一■■－■■－■■●－■－■■■－－－－－一一－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－l  

l  

l  

l  

1  

1  

1  

1  

1  

1  

1  

1  

1  

1 ：見込数値：  

19年度見込  17年度実績 ：  
1  

1  

1  

1  

l  

医療給付費   

健康保険  

船員保険   

医療費通知件数   

健康保険  

船員保険  

36，751億円  

197億円  

35，173億円  

197億円  

22，669，000件  

62，000件  

377，000件  

22，335，657件  

65，325件  

371，062件  

l  

I  

l  

：・負傷原因照会件数  

求償件数   

健康保険  

船員保険   

求償決定額   

健康保険  

船員保険   

レセプト点検効果額総額   

健康保険（内容点検）  

（外傷点検）  

（資格点検）  

124，000件  

540件  

136，164件  

619件  

5，987，000，000円  

33，000，000円  

7，440，237，334円  

45，077，547円  

l  

l  

円  
l  

l  

円   

l  

l  

円  
‥ノ   

15，746百万円  

9，065百万円  

15，424百万  

8，876百万   

39，385百万円  38，607百万  
し‖……∴‖‖‖‖‖‥＿＿＿＿＿＿‖……‖＿＿＿＿‖＿＿  
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（3）健康保険の現金給付の適正化   

【計画】  

（D迅速な決定  
トちトービススタンダード」の達成状況を把握・公表し、問題のある点について  

は改善のための対策を徹底する。（平成18年度における達成状況の公表は平成  
19年5月目途）   

②高額療養真の未申請者へのお知らせ  
医療費が高額になった方で高額療養費をまだ申請していない方に対する申請の  

案内通知について、支給見込額等をあらかじめ示し、サ㌧－ビスの向上を図る（タ  
ーンアラウンド方式）。  

③高額療養費の現物給付化の円滑な実施  
王威19年4月以降、入院時の一部負担金の支払いが高額療養費の自己負担限   

度額屋上回か割こついては、限度額適用認定書を医療機関等へ提示することによ   
且」野口での支払が自己負担限度額までとなっていることから、その交付申請が  
な呈麟こ交ノ付する。   

④適正な支給  

ア 傷病手当金の支給に関し、療養内容について十分に審査を行い、その適正化  
を図る。  

イ 柔道整復師の施術に係る療養費の支給に関し、施術内容について十分に審査  
を行い、その適正化を図る。   

⑤電子申請の利用促進  
壁康保険の紳「オンライン利用促   

墜廟こ、利用促進のための取組  
を実施する。  
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1 ：見込数値；  

19年度見込 17年度実績：  
l  

1  

l  

現金給付費   

健康保険  5，844億円  5，321億円   

船員保険  55億円   

被保険者1人当たり支給日数（傷病手当金）   
健康保険  1．37日  

船員保険  6．18日  

54億円  

1．41日  

6．19日   
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